
 

 

２．サステイナブルな仕組の構築 

ここでは、「第１部３．（２）②サステイナブルな仕組の構築」において整理した基本的な

考え方に基づき、好循環システムの構築、多様な財源の確保、施設マネジメントの実施体制

の強化等を実施している事例を紹介する。 

 

 

 

◆掲載事例◆ 

 

□維持管理費用の確保 

 地下水浄化による上水道料金削減（名古屋大学） 

 クラウドサービス移行補助による省エネ（名古屋大学） 

 老朽施設・設備を計画的に省エネ改修する仕組みの構築（三重大学） 

 スペースチャージ制導入による維持管理費用の確保（東京工業大学） 

 ネーミングライツによる維持管理費用の確保（鹿児島大学） 

 キャンパス環境整備基金の設置（東京工業大学） 

 

□施設の点検や老朽化の実態把握を戦略的に実施 

 建物点検チェックの実施体制の充実（名古屋大学） 

 空調機の簡易点検（目視点検）を利用者にて実施（群馬大学） 

 建物利用者アンケートの実施（自然科学研究機構） 

 

  



維持管理費用の確保

～ 地下水浄化による上水道料金削減 ～ 名古屋大学

・光熱水費、維持管理費の削減が課題となっていた

・全学を挙げて省エネルギー対策を推進しており、省エネルギー設備の導入のための予算確保

が課題となっていた

■初期投資をかけずに地下水浄化サービス事業を実施

■地下水を水道水基準値に浄化し供給することで、上水道料金を削減

■削減額は「省エネ推進経費」として活用

＜背景・きっかけ＞

・東山地区の地下水を水道水基準値内に浄化するシステムを設置

・事業請負者とのサービス契約（10年間）により、地下水浄化装置類の設置・維持管理費として、

「地下水浄化サービス料」を支払うことで、初期投資をかけずに事業を実施

・削減された上水道料金を「省エネ推進経費」として確保し、省エネルギー設備（空調・照明・

実験装置等）の導入経費を確保できない部局へ補助を実施

・新たな取組として、2018年度よりクラウドサービス移行費を補助対象として展開（次頁参照）

＜取組概要＞

地下水浄化サービス事業概要

・地下水を飲料水として利用することで、上水道料金が削減

・災害時におけるライフラインの水源を確保

・「省エネ推進経費」の確保により、更なる省エネへの好循環な仕組みを構築

・契約終了時に、設備の点検を行い継続利用が確認できたことから、契約期間を延長することで、

「地下水浄化サービス料」が下がり、削減メリットが増加

・2008年から9年間で約3億円を確保し、累計で約1,927kLの省エネ対策を実施

＜取組による効果＞

省エネ推進経費として確保

地下水浄化サービス料（大学負担）
（地下水浄化装置類設置費用、維持管理費用等含む）

⇒ 事業請負者へ支払い

大学負担

上水道の

使用料金

上水道料金

地下水浄化

サービス料

削減メリット

約 3,000万円

導入前 導入後



■各研究室保有のサーバを学内クラウドサービスに移行する際の経費を

「省エネ推進経費」にて補助

■研究室内のサーバにかかる電気料金・冷房費の削減に効果あり

■研究室内のスペースの創出、業務低減に効果あり

・省エネルギー対策として、キャンパス内のベース電力（年間電力量の約73％）の削減が課題

となっていた

・サーバ利用による電力・空調負荷を削減したい

・省エネルギー対策として、空調・照明設備の高効率化は推進していたが、24時間稼動し各研究

室に点在しているサーバの集約化に向けた対策・立案が必要

＜背景・きっかけ＞

・各研究室で保有するサーバを学内情報基盤センター内にあるクラウドサービスに移行する経費の

一部を「省エネ推進経費」にて補助

・学内サーバ設置状況の把握と、クラウド利用による費用対効果試算、構成員への情報提供

＜取組概要＞

クラウドサービス移行補助の概要図

・サーバの学内集約の啓発・推進することで、省エネルギーが期待できる

・研究室側としては、研究室内のスペースの創出・業務低減（セキュリティ、停電時の対応や機器

管理等）が図れる

・大学全体としては、光熱費が削減できる

（見込み効果額：約1.4万円／年･台、学内サーバ台数：約1,000台）

＜取組による見込み効果＞

A研究室内
サーバ

B研究室内
サーバ

C研究室内
サーバ

D研究室内
サーバ

学内情報基盤センター内のクラウドサービス

移行経費を「省エネ推進経費」で補助

…etc

「省エネ推進経費」による新たな取組
～ クラウドサービス移行補助による省エネ ～

名古屋大学



維持管理費用の確保

■「省エネ積立金制度」を設けることにより、老朽施設・設備を計画的・

継続的に省エネ改修する仕組みを構築

■省エネ積立金は、「本部出資金」「部局出資金」「外部資金」の３つを

財源として、毎年度定常的に確保

・2015年度から新病院が稼働したため、エネルギー使用量が増加

・学内全体の空調・照明設備等の老朽化が進行

・これらの課題を解決するため、第３期中期目標・中期計画にて、2021年度まで

に2015年比でエネルギー使用量を6％削減する目標を設定

・目標達成に向けた具体的な取組として「省エネ積立金制度」を2018年より運用開始

＜背景・きっかけ＞

＜省エネ積立金制度の一連の流れ＞

～老朽施設・設備を計画的に省エネ改修する仕組みの構築～ 三重大学

・本部出資金、部局出資金、外部資金を制度の資金として毎年度確保。

・スマートキャンパス事業※により生み出された光熱水費削減効果額（スマートキャンパス事業

導入前の2012年の光熱水費を基準としている）を本部出資金として確保。

2018年度は約５千万円を確保。

・各部局の光熱水費に比例して約５％の賦課金を徴収することで、部局出資金を確保。

2018年度は約５千万円を確保。

・環境省、国土交通省などの省エネ補助金を活用し「外部資金」を確保。

2018年度は約8.6千万円を確保。

財源(本部出資金、部局出資金、外部資金)の確保

・各部局からの企画・要望及び事業計画を踏まえ、「省エネ専門委員会」（構成員：エネルギー

に関する専門的知識を有する教員他）にて実施事業を選定

資源配分

・第３期中期目標・中期計画期間中に実施、検証を行いその後も継続予定

事業の実施

・事業毎のエネルギー削減量、費用及び交換の検証と検証結果の公表

・毎年、省エネ専門委員会による事業計画及び制度の見直しを実施

事業の検証・公表



＜省エネ積立金制度によるPDCAサイクル＞

・次のステップにより省エネルギーの好循環の仕組み（PDCAサイクル）を構築

※スマートキャンパス事業とは・・・

・2014年より革新的な省エネ設備・技術を導入し、最適な創エネ・蓄エネ・省エネを実現

・2012年度（導入前）と比べて、2014年度（導入後）はエネルギー消費原単位

（エネルギー使用量／延床面積）で約24％削減

・エネルギーのベストミックスを見直すことにより、電気使用量及びベース電力が大幅に減少

省エネ積立金制度によるPDCAサイクルの構築

スマートキャンパス事業概要

①エネルギーマネジメントシ
ステム導入による電力と空
調の最適化制御

②蓄電池導入による電力ピー
ク低減

③ガスコージェネレーション
による排熱の有効利用

④風力発電による創エネ

⑤太陽光発電による創エネ

⑥空調設備（エアコン）更新

⑦ＬＥＤ照明設備更新

スマートメーター
(各建物の電力使用量を常時監視)Ｍ



維持管理費用の確保

■スペースチャージ制を導入することで、維持管理に係る費用の一部を

定常的に確保

■建物・スペース ＝大学の共有財産であり，固有の組織等が専有するもの

ではないという意識を教職員に醸成

・スペースに関するガバナンス改革を推進するため、スペースマネジメント体制の強化を役員会

にて決定

・維持管理費用が不足しており、今後の大学施設の老朽化に危惧

＜背景・きっかけ＞

＜取組概要＞

～スペースチャージ制導入による維持管理費用の確保～ 東京工業大学

＜取組による効果＞
・スペースチャージ制導入により、今後不足していく維持管理費等の一部を定常的に確保

・建物・スペース ＝大学の共有財産であり，固有の組織等が専有するものではないという意識を

教職員に醸成

・共用部分および設備スペース以外のスペースを「部局運用スペース」と「学長裁量スペース」と

して再定義

・「部局運用スペース」をスペースチャージ対象とし、スペースチャージを徴収

・「学長裁量スペース」のうち、競争的に運用するスペースに対してスペース使用料を徴収

・スペースチャージおよびスペース使用料を、維持管理費等に充当

建 物

部局運用スペース 学長裁量スペース

共用部分

・防災管理室
・設備室 ・電気室
・PS 等

・通路、階段、便所
・ホール、ラウンジ
・給湯室、シャワー室 等

大学から貸与を受け学院（部局）
等の長が裁量により運用管理する
スペース

・研究利用・外部資金事業等
・研究ユニット
・研究拠点組織

・附属高校 ・附属図書館
・共通支援組織
・事務局 ・講堂
・体育館 等

設備スペース

スペースチャージ対象

※ただし、下記スペースについては
全学共通スペースとして取り扱う

・全学共通機器のためのスペース
・専らカリキュラム上の講義・演習等に使
用するスペース（学生実験室、製図室等）
・共用会議室
・リフレッシュルーム、学生自習室、
休憩室等

・展示スペース他オープンスペース チャージ対象外 チャージ対象外

スペース使用料対象

全学共通スペース

競争的スペース

スペースチャージ制度概要



・大学内にあるすべてのスペースの使用状況、管理区分等を把握するため、学内すべての部屋

の使用者に対してスペース調査を実施

＜制度策定の流れ＞

＜今後の展望＞
・スペースチャージ単価は、各中期目標期間の初年度（６年毎）に見直しを行う予定

・研究スペース配分の平準化（部局間のスペース格差を是正）を目的とし、各部局の構成員数等に

基づき算出したスペース配分基準を、部局毎に設定する予定

スペースの現状把握

・把握した現状をもとに、スペースを再定義（「図 スペースチャージ制度概要」参照）

スペースの再定義・対象の設定

・年間の維持管理等（維持保全費、劣化防止費、環境対策費）に必要な額を算出

・維持管理費等必要額から定常的予算額（運営費交付金）を除いた額を「維持管理費等不足

額」とし、その金額をもとにスペースチャージ料金を設定

（施行時より必要額の満額を徴収すると負担が大きいため、段階的に施行）

スペースチャージ料金の設定

（大学本部負担）

運営費交付金
・廃棄物処分費・清掃費・警備費を含む。

維
持
管
理
費
等
必
要
額

（大学本部負担）
スペース使用料，
施設費交付金，
施設整備費補助金，
学内追加予算， 等

（部局負担）

スペースチャージ
（部局運用スペース）

維
持
管
理
費
等

不
足
額
（

）

定
常
的
予
算
額

図 維持管理費等必要額確保に向けたスペースチャージ制度導入

※部局負担と本部負担は面積割合で按分

※



維持管理費用の確保

■施設やその他の財産への愛称の付与だけでなく、企業名、商標名、企業

ロゴなどの広告掲載により自己収入の拡大を図る取組

■ネーミングライツ料を教育研究基盤となる施設の維持・強化に使用

・「国立大学経営力戦略（平成27 年6 月16 日）」を踏まえ、自己収入の拡大を目的として、

平成28年9月に基本方針を策定し、取り組みを開始

＜背景・きっかけ＞

・大学の施設やその他の財産への愛称の付与だけでなく、企業名、商標名、企業ロゴ、シンボル

マークなどによる広告掲載を可能に

・ネーミングライツ料を教育研究基盤である施設の維持・強化に使用

・方式として「財産特定型（大学で対象施設を特定し、公募を行う方式）」と

「提案募集型（ネーミングライツを行いたい場所の提案を受け、協定を結ぶ方式）」

の２種類がある

・財産特定型は、施設毎に目安額を示し、公募

・提案募集型は、パネルの大きさに応じて個別に料金設定

＜取組概要＞

ネーミングライツ（キャンパス内広告掲載）の掲載イメージ

・平成30年度は提案募集型により約100万円の維持管理費用を確保

・企業側は、企業活動の宣伝やリクルートなど PR ツールとして活用

＜取組による効果＞

～ネーミングライツによる維持管理費用の確保～ 鹿児島大学

土地屋外の場合建物屋内（教室入口など）の場合

https://www.kagoshima-u.ac.jp/naming/

＜参考URL＞



維持管理費用の確保

■キャンパス環境整備にかかる財源として活用することを目的として、

東京工業大学基金の中に「キャンパス環境整備基金」を設置

■大口寄附者（個人または法人）には、記念プレート付の特別なファニ

チャー（ベンチ）をキャンパスの広場等に設置

・国からの運営費交付金が法人化以降減少しているため、キャンパス環境の整備にかかる財源の

多様化を図ることが喫緊の課題

・この財源の多様化を図るため、学内外から広く寄附金を募り、キャンパス環境整備にかかる

財源として活用することを目的として、東京工業大学基金の中に「キャンパス環境整備基金」

を平成30年3月から設置

＜背景・きっかけ＞

～基金による支援事業～

（１）キャンパスの緑化に関する事業

（２）キャンパスの広場整備に関する事業

（３）その他キャンパスの環境整備に関する事業

・【個人：100万円】【法人：５００万円】以上の寄附者

⇒記念プレート付の特別なファニチャー（ベンチ）を

キャンパスの広場等に設置

・【個人：３０万円】【法人：１００万円】以上の寄附者

⇒・感謝状及び記念品の贈呈

・大学施設内に芳名刻印レンガの設置

＜取組概要＞

記念プレート付ファニチャー（ベンチ）のイメージ

～キャンパス環境整備基金の設置～ 東京工業大学

記念プレートイメージ



施設の点検や老朽化の実態把握を戦略的に実施

建

築

「建物点検チェック」実施
スキーム

～建物点検チェックの実施体制の充実～ 名古屋大学

建物点検チェックシート

不具合が「あり」と
判断する場合の状態を参
考写真で提示

調査の判断基準
…

＝
・専門知識のない職員でも
点検可能な評価基準を設定

・担当者による点検評価ムラ
を防止

各部局の建物管理担当者
（専門的知識を有さない職員含む）

④ チェックシート提出

②「チェックシート」
「調査の判断基準」配布

本 部

①「チェックシート」
「調査の判断基準」等を作成

⑤「個別施設計画（6年間）」の
見直しのほか，「緊急度」･
「優先順位付」の資料として活用

⑨「計画的な修繕」の実施（毎年）

「建物点検チェック」実施スキーム

③「建物点検」の実施
「チェックシート」の記入

⑦「部局予算による修繕」を実施

■建物点検を部局に依頼することで、点検にかかる労力を分散・省力化

■チェックシート・調査の判断基準を部局担当者に配布することで、

担当者による点検評価ムラを防止

チェックシートの項目毎
に判断基準を作成

⑥「個別施設計画」に該当しない
ものは部局にて対応

⑧ 概算・営繕要求書の提出

（部局対応が困難なもの）



施設の点検や老朽化の実態把握を戦略的に実施

～空調機の簡易点検（目視点検）を
施設管理者・教員等の利用者にて実施～

群馬大学

■空調機の簡易点検（目視点検）を利用者が３ヶ月に１回実施

■専門知識のない教職員でも点検が実施できるよう「簡易点検チェック

シート」および「簡易点検の手引き」を配布

■空調機点検委託業務費用の削減にも効果あり

・フロン排出抑制法が平成２７年４月より施行され、業務用空調機等については、３ヶ月に１回、

目視による簡易点検が義務づけられた

・簡易点検の点検実施者については、法律上具体的な制限がなく、かつ、学内には膨大な数の

空調機があることから、利用者にて実施してもらう方針とした

＜背景・きっかけ＞

・フロン排出抑制法の点検対象となる機器（空調室内機・室外機、実験用機器等）を３ヶ月に１回、

利用者にて簡易点検（目視による点検）を実施

・研究室・実験室については、各研究室・実験室の機器使用者が点検を実施

・教室等の講義スペースおよび室外機については各部局の事務担当が点検を実施

・点検に際しては、専門知識が無い教職員でも実施できるよう「簡易点検チェックシート」および

「簡易点検の手引き（経済産業省・環境省作成）」を配布

・点検結果を施設運営部施設企画課環境安全係に提出してもらい、学内にある空調機の状態を把握

＜取組概要＞

・空調機の簡易点検を利用者に依頼することで、点検にかかる労力を分散・省力化

・空調機点検の業務委託費用の削減にも効果あり

＜取組による効果＞

点検実施者が記入

施設運営部または
部局の業務用空調
機器管理担当者が
記入

簡易点検チェックシート（一例）



施設の点検や老朽化の実態把握を戦略的に実施

～建物利用者アンケートの実施～ 自然科学研究機構

■竣工後半年経過した建物の利用者（教職員）に対して「利用者満足度

アンケート」を実施

■アンケート調査の結果を、今後の施設整備の企画・設計等に活用し、

施設整備の継続的な改善体制を構築

アンケート調査項目 及び 調査結果（例） 満足

どちらでもない

不満（不満な場合は、その理由を記述）

※

※空調環境（温度・湿度・換気等）の評価「不満」における主な意見

⇒空調機の「設定温度に近づいた際の自動ＯＮ・ＯＦＦ」「室温調節の難しさ」
「運転音がうるさい」

評価の低かった原因を分析し、今後の企画・設計に反映

評価が低い



 

 

３．個別施設の長寿命化に向けた取組 

ここでは、「第１部３．（３）個別施設の長寿命化に向けた基本的なライフサイクル」にお

いて整理した基本的な考え方に基づき、適切な維持管理、計画的な施設整備等を実施してい

る事例を紹介する。 

 

 

 

◆掲載事例◆ 

 

□施設を大切に使う利用者意識の醸成 

 食堂の内装計画の学生参画（茨城大学） 

 学生・教職員によるキャンパス一斉清掃（山口大学） 

 

□個別施設のライフサイクルの設定 

 修繕・改修実績を活用し、学内独自の目標使用年数を設定（愛知教育大学） 

 

 

  



食堂の内装計画の学生参画 茨城大学

施設を大切に使う利用者意識の醸成

学生・教職員によるキャンパス一斉清掃 山口大学

＜取組概要＞

・「キャンパスクリーン作戦」として年に２回（春、秋）、学生・教職員が参加する

清掃活動

・秋の開催は、大学祭やホームカミングデーに向けたタイミングで実施

・参加者は毎回1,400人～1,900人程度（学生・教職員の１／８）

・ゴミ拾い・草刈り・溝掃除等を行い、キャンパスの美化を行うことで、キャンパス

を大切に使う意識を醸成

・学生チームが地域の企業と連携して食堂の望ましい空間デザインやメニューを提案

・施設環境のもたらす影響を考えること、また、改修後の食堂の居心地の良さを感じ

ることで施設を大切に使う意識が醸成

・学生目線で提案した内装、テーブル、いす、照明等が反映され、無機質で食べて

すぐ立ち去る食堂から、食後気持ちよく談笑する姿が見られる食堂へ

＜取組概要＞

改修後

内装のわかる
写真を添付願

います。

改修前

内装のわかる
写真を添付願

います。

改修前 改修後



個別施設のライフサイクルの設定

■日常業務で使用している発注台帳に項目を追加し、分析できるデータ

に見直し

■部位別の不具合発生状況を分析することで、エビデンスに基づいた

目標使用年数を設定

・「インフラ長寿命化計画（行動

計画）」策定の際は、文献を基

に目標使用年数を設定していた

が、「インフラ長寿命化計画

（個別施設計画）」策定に際し

ては、本学の実態に基づいた

目標使用年数を検討するため。

＜背景・きっかけ＞

・従前より年度別に発注台帳を作成していたが、建物別・部位別に整理できていなかった。

そのため、平成29年度より発注台帳に「棟番号」及び「修繕・改修部位の分類」を新たに追加。

・平成29年度に実施した修繕・改修実績を基に、部位別の不具合発生状況を分析。

＜取組背景・概要＞

【STEP１】 発注台帳に「棟番号」・「修繕・改修部位の分類」を追加

・発注台帳に項目を追加したことで、建物別・部位別のより詳細な修繕・改修状況の分析が可能に。

・文献等の一般的な目標使用年数ではなく、より本学に密接な目標使用年数の設定が可能に。

・今後も修繕・改修履歴を蓄積していくことで、より精度の高い目標使用年数に見直し予定。

＜取組による効果＞

～修繕・改修実績を活用し、目標使用年数を設定～ 愛知教育大学

番号 事　　　　項　　　　名 団地番号 団地名 棟番号 棟名 建築年 分類 担　当　係 概算金額 契約金額

1 91 自然科学棟　２階２３３室　雨漏り修繕工事 1 井ヶ谷 21 自然科学棟 1969 ①屋上防水・屋根 建築 0 464,400
2 466 自然科学棟　屋上　パラペットカバー補修 1 井ヶ谷 24 美術・技術・家政棟 1969 ①屋上防水・屋根 建築 216,000 0
3 52 附属高等学校　職員室他　壁面防水工事 1 井ヶ谷 200 附属高等学校校舎 1974 ②外壁 建築 0 1,414,800
4 169 附属岡崎中学校　外壁補修（特別教室棟・育朋館） 3 栗林 5 岡中特別教室 1984 ②外壁 建築 0 0
5 174 附属高等学校　外壁補修工事　（渡り廊下、特別教室、音楽棟、グランド更衣室） 1 井ヶ谷 211 附属高等学校特別教室 1987 ②外壁 建築 0 0
6 176 附属特別支援学校　小学部棟・食堂棟・車庫外壁補修 4 六供 54 特支小学部校舎 1969 ②外壁 建築 0 0
7 177 附属名古屋小学校　体育館　外壁漏水修繕工事 2 大幸 81 名小体育館 1972 ②外壁 建築 0 365,256
8 178 附属名古屋小学校　北舎　外壁補修工事 2 大幸 71 名小普通教室 1967 ②外壁 建築 0 0
9 179 附属岡崎小学校　校内各棟　外壁補修工事 4 六供 35 岡小特別教室 1980 ②外壁 建築 0 0

10 16 第一人文棟　３階３０５室　部屋入り口鍵 1 井ヶ谷 1 第一人文棟 1969 ③建具 建築 0 28,080
11 26 美術第三実習棟　鍵の取り替えおよび扉の調整工事 1 井ヶ谷 51 美術第三実習棟 1993 ③建具 建築 0 356,400
12 34 美技家棟３Ｆ　３２０－２　薬品庫　ドアノブ　鍵交換工事 1 井ヶ谷 24 美術・技術・家政棟 1969 ③建具 建築 0 27,000
13 47 養護教育２号棟　２階　養護教育講義室２０９室　ドアチェッカー取替工事　 1 井ヶ谷 12 養護教育二号棟 1973 ③建具 建築 0 22,680
14 48 自然科学棟　１階　北側自動扉修繕 1 井ヶ谷 21 自然科学棟 1969 ③建具 建築 0 160,920
15 51 附属高等学校　新館１階　女子トイレ　窓の金物修理工事 1 井ヶ谷 200 附属高等学校校舎 1974 ③建具 建築 30,000 0
16 72 附属岡崎小学校　特別教室（研究棟）に関する工事　（スチール製建具改修、雨漏り天井補修） 4 六供 35 岡小特別教室 1980 ③建具 建築 138,240 0
17 76 第一共通棟　２１５室　出入口扉　開閉調整ロープ取替 1 井ヶ谷 2 第一共通棟 1969 ③建具 建築 0 32,400
18 77 なんでも相談室シリンダー交換他（ディンプル４、サムターン２） 1 井ヶ谷 2 第一共通棟 1969 ③建具 役務 0 86,184
19 92 カーテンレール２７個　 1 井ヶ谷 200 附属高等学校校舎 1974 ③建具 物品 0 139,385
20 133 音楽棟　１F演奏室（１４５室）・正面玄関　扉修繕 1 井ヶ谷 26 音楽棟 1969 ③建具 建築 0 146,880
21 158 附属高等学校　１階廊下　網戸設置工事（３年４組・３年５組の北側） 1 井ヶ谷 200 附属高等学校校舎 1974 ③建具 建築 0 190,080
22 198 学生寮　D棟　玄関ドアクローザーの修理 1 井ヶ谷 157 学生寮 Ｄ棟 1969 ③建具 建築 0 23,760
23 227 第二体育館　建具修繕 1 井ヶ谷 15 第二体育館 1979 ③建具 建築 0 97,200
24 370 第一共通棟　１階　１０３講義室　入り口扉修繕 1 井ヶ谷 2 第一共通棟 1969 ③建具 建築 74,520 0
25 395 附属高等学校　２－５教室　天窓鍵取替工事 1 井ヶ谷 200 附属高等学校校舎 1974 ③建具 建築 30,000 0
26 433 伊良湖臨海教育実験実習施設建具他修繕 15 生駒 1 屋外 ③建具 建築 183,060 0
27 463 美技家棟、美術第一実習棟　１階　渡り扉ドアノブ修理工事 1 井ヶ谷 24 美術・技術・家政棟 1969 ③建具 建築 43,200 0

28 467 第一共通棟　なんでも相談室（１２５室）　扉修繕工事（クローザー不良） 1 井ヶ谷 2 第一共通棟 1969 ③建具 建築 59,400 0
29 479 附属高等学校　体育館男子更衣室ドアノブ修理 1 井ヶ谷 203 附属高等学校体育館 1974 ③建具 建築 0 0
30 496 心理教育相談棟　玄関　自動ドア修繕工事 1 井ヶ谷 185 心理教育相談棟 1970 ③建具 建築 0 0
31 27 保健体育棟　２F東外階段　修繕工事 1 井ヶ谷 28 保健体育棟 1970 ④内装 建築 0 135,000
32 75 第二共通棟　４２１室　階段ノンスリップ補修 1 井ヶ谷 11 第二共通棟 1979 ④内装 建築 0 46,440
33 130 附属岡崎小学校　渡り廊下　壁面補修工事 4 六供 屋外 ④内装 建築 0 0
34 131 第一共通棟　３階東側　トイレ天井補修 1 井ヶ谷 2 第一共通棟 1969 ④内装 建築 87,480 0

平成29年度より新たに追加

空調の不具合発生時期
の平均は経年１４年
（２３件平均）

（一例）空調の不具合発生時期

【STEP２】 部位別の不具合発生状況を分析

目標使用年数を
１５年に設定

（端数を切り上げ）
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４．中長期的な修繕・改修計画の策定におけるコストの平準化等の取組 

ここでは、「第１部４．（３）中長期的な修繕・改修計画策定におけるコストの平準化等の

考え方」において整理した基本的な考え方に基づき、コストの平準化等を検討している事例

を紹介する。 

 

 

 

◆掲載事例◆ 

 

□中長期的な修繕・改修計画策定におけるコストの平準化等の取組 

 残存不具合率（ＦＣＩ）の指標を用いて、長期的なコストを平準化（宇都宮大学） 

 

  



■改築を中心とする従来型の施設整備から、長寿命化型の施設整備に移行

することで、総事業費を削減

■更に、健全な状況（残存不具合率の低い）の建物の改修時期を延期する

ことで、コストを平準化

・これまでは、施設・設備にトラブルが発生した後に改修を行っていたため、突発的な対応が多く、

室内の什器等にまで損傷被害を与えることがあり、復旧に多くの時間と費用が発生していた。

・これを踏まえ、予防保全的な維持管理を推進することを目的とし、平成30年3月に、宇都宮大学

インフラ長寿命化計画（個別施設計画）を策定。

＜背景・きっかけ＞

・改築を中心とする従来型の施設整備から、長寿命化型の施設整備に移行した場合の中長期的な

修繕・改修計画を検討

・更に、残存不具合率※（ＦＣＩ）の指標を用いて施設の健全度を評価し、健全であると評価され

た建物については、改修時期の延期を検討（詳細は右図参照）

＜取組概要＞

・長寿命化型改修＋健全な状況の建物の改修時期の延期を検討することで、施設の長寿命化推進

と財源負担の軽減・平準化を実現

・「過去３年間の平均資本的支出額」における自己財源等の占める割合は約５割程度であるが、

今後も自己財源の更なる確保や保有面積の適正化等により長期的なコストの縮減と平準化に

努める予定

＜取組による効果・今後の取組＞

～残存不具合率の指標を用いて、
長期的なコストを平準化～

宇都宮大学

※残存不具合率（ＦＣＩ ： Facility Condition Index）とは・・・

残存不具合額：５年以内に修繕・改修すべき不具合（今後５年間の修繕・改修費の累計）
施設複製価格：現時点で新築する場合の再調達価格

・残存不具合率が少なければ良好の状態であり、米国では５％以下が良好、10％以上が劣悪な状態
と仮定している

残存不具合率（ＦＣＩ）＝ × １００（％）
残存不具合額

施設複製価格

中長期的な修繕・改修計画の策定におけるコストの平準化等の取組



■従来型改修（改築中心）の場合

【条件】
築２５年 性能維持改修＋機能向上改修
築５０年 改築

中長期的な修繕・改修計画検討の流れ

■長寿命化型改修の場合

【条件】
築２０年 性能維持改修
築４０年 性能維持改修＋機能向上改修
築６０年 性能維持改修
築８０年 改築

■長寿命化型改修
＋健全な状況の建物の改修時期延期

【条件】
築２０年 性能維持改修
築４０年 性能維持改修

＋機能向上改修
築６０年 性能維持改修
築８０年 改築

残存不具合率（ＦＣＩ）が
5％未満の建物は
改修実施時期を延期

＋

【従来型改修（改築中心）】の施設整備コストの見通し

【長寿命化改修】の施設整備コストの見通し

【長寿命化改修＋健全な状況の建物の改修時期延期】の施設整備コストの見通し

①総事業費（２０年間）
２３５億円

②年間平均事業費（２０年間）
11.8億円

③過去３年間の平均資本的支出額
3.65億円

不足額（②－③）
8.15億円

①総事業費（２０年間）
１４９億円

②年間平均事業費（２０年間）
7.46億円

③過去３年間の平均資本的支出額
3.65億円

不足額（②－③）
3.81億円

①総事業費（２０年間）
７８億円

②年間平均事業費（２０年間）
3.93億円

③過去３年間の平均資本的支出額
3.65億円

不足額（②－③）
0.28億円

性能維持改修（20年）

性能維持改修＋機能向上改修

性能維持改修（60年）

性能維持改修（20年）

性能維持改修＋機能向上改修

性能維持改修（60年）

性能維持改修＋機能向上改修



 

 

本報告書における用語の定義【基本的な用語】 

 ・本報告書における用語の定義は以下のとおりとする。 

維持管理 

・施設の全体又は部分の初期性能・機能を使用目的に適合するよう維持す

る行為 

（保守、点検、修繕、運転監視、緑地管理、清掃、警備等） 

  

保守 
・施設の必要とする機能・性能を維持するために、点検時に行う注油、消

耗品の交換、汚れの除去、塗装の補修などの軽微な整備や調節等の行為 

点検 

・施設の機能・性能の異常、劣化状態の調査 

・外観点検、試験、測定及び分析を行い、機能に異常・劣化が認められる

場合には対応措置を判断する行為 

修繕 

・建築部材及び設備機材の機能・性能が、部分的または軽度な劣化により

当初の使用目的に耐えられない状態になった場合に、実用上支障のない

状態まで回復させる行為 

施設整備 ・施設の新増改築・改修事業及び基幹設備の整備 

  

改修 

①経年劣化した施設を全面的に、当初の性能基準もしくはそれ以上の要求

される水準にまで向上させること（建築工事を伴う設備の更新も含む） 

②建築部材（屋上防水、外壁、建具等）を全面的に、当初の性能基準もし

くはそれ以上の要求される水準にまで向上させること 

 （※本報告書においては、設備機材の取替えは更新に含む。） 

性能維持改修 
・施設の物理的な性能を維持するために建築部材（屋上防水、外壁、建具

等）・設備機材を当初の性能程度に改修すること 

機能向上改修 

・教育研究ニーズ等に対応するために行う施設の平面計画の変更や、建築

部材（屋上防水、外壁、建具等）・設備機材の性能を向上させるために改

修すること 

更新 
・設備全体、もしく設備全体における主要な設備機材の取り替えを行うこ

と（※本報告書においては、建具等の取替えは改修に含む。） 

改築 

・建築物の全部又は一部を除却した場合、又は災害等により失った場合に、

これらの建築物又は建築物の部分を、従前と同様の用途・構造・規模の

ものに建て替えること 

保全 

・施設が完成してから取り壊されるまでの間、性能や機能を良好な状態に

保つほか社会・経済的に必要とされる性能・機能を確保し、保持し続け

ること 

 予防保全 
・損傷が軽微である早期段階から、機能・性能の保持・回復を図るために

予防的に修繕等を行うこと 

 事後保全 ・老朽化による不具合が生じた後に修繕等を行うこと 

 

 


